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（写真）ベネズエラ情報通信省 “ローマ法王 ベネズエラ人医師 José Gregorio Hernández の列聖を承認” 

 

 

２０２５年２月２４日（月曜） 

 

政 治                     

「チリ 近日中に Ojeda 氏殺害事件を CPI に訴え」 

「墨から２４２人のベネズエラ不法移民が送還」 

経 済                     

「Conindustria ２４年 Q４給料アンケート結果 

～一般作業員の平均給料は月額２３０ドル～」 

「GWM ベネズエラで自動車販売を開始」 

「GOLD RESERVE １１億ドルの未収金回収模索」 

「カタール企業 マルガリータで観光投資を検討」 

社 会                     

「ベネズエラ人 タンパク質摂取の６５％は鶏」 

２０２５年２月２５日（火曜） 

 

政 治                    

「PJ 委員会の多数決で選挙不参加が決定 

～１２６人中１０８人が選挙不参加を支持～」 

「米国 トランプ大統領はマドゥロ政権に反対」 

経 済                    

「Crixto デジタル通貨での決済アプリ運用開始」 

「２０２４年グラフィック産業 前年より好調」 

「２０２４年 コメ作付面積が３０％増」 

「ベネズエラ人 魚の消費量は年間１７キロ」 

社 会                     

「ローマ法王 ベネズエラ人医師の列聖を承認」 
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２０２５年２月２４日（月曜）             

政 治                       

「チリ 近日中に Ojeda 氏殺害事件を CPI に訴え」       

 

２月２４日 チリの Carolina Tohá 内務相は 

「オランダに本部を置く国際刑事裁判所（CPI）に対し

て、Ronald Ojeda Moreno 氏の誘拐殺害事件を訴える」

と発表した。 

 

Ronald Ojeda Moreno 氏は、２０１７年にマドゥロ政権

から離反し、チリに亡命したベネズエラ元軍人。しかし、

２０２４年２月に亡命先のチリで誘拐・殺害された（「ウ

ィークリーレポート No.345」）。 

 

Ojeda 氏を殺害したのはベネズエラ系マフィア「Tren 

de Aragua」の構成員だが、この事件にはマドゥロ政権、

特にディオスダード・カベジョ内務司法相が関与してい

る可能性が報じられている。 

 

Ojeda 氏は、チリ亡命後もマドゥロ政権の転覆計画に加

担しており、カベジョ内務司法相がその計画を妨害する

ために「Tren de Aragua」に Ojeda 氏誘拐の指示を出

し、最終的に殺害されてしまったという説がある。 

 

一方で、Ojeda 氏はチリ亡命後もマドゥロ政権の転覆計

画に加担しており、その計画を遂行する上で、協力関係

にあった「Tren de Aragua」の構成員と仲たがいを起こ

し殺害された可能性も指摘されている。 

 

なお、チリ政府は Ojeda 氏の活動を認識しながら、コロ

ンビアへの越境を許可するなど Ojeda 氏によるマドゥ

ロ政権転覆計画を実質的に支援していたとの指摘もあ

る。 

 

 

 

また、Ojeda 氏の家族は、「チリ政府がマドゥロ政権に

対して Ojeda 氏の所在を連絡したため、Ojeda 氏が誘拐

された」という可能性を指摘しており、事実関係の調査

を求めている。 

 

なお、正式な発表ではないものの、殺害される数カ月前

から Ojeda 氏の口座に多額の振り込みが複数あったと

報じられている。 

Ojeda 氏がマドゥロ政権転覆計画に加担していた可能

性は高く、経緯は不明だが、その活動に関連して殺害さ

れたと考えられている。 

 

本件について、大きな進展があったのは２０２５年１月

２２日。チリの治安維持部隊は、同国にある「Tren de 

Aragua」の拠点を攻撃するオペレーションを実施。 

 

現地メディアは、「拘束されたメンバーのうちの６人が、

ベネズエラのディオスダード・カベジョ内務司法相に 

Ojeda 氏の殺害を依頼されたと証言している」と報じ

た（「ベネズエラ・トゥデイ No.1169」）。 

 

これを受けて、チリの Carolina Tohá 内務相は、 

「カベジョ内務司法相が Ojeda 氏殺害に関与していた 

とする証拠が出てきた場合は、国際司法裁判所にカベジ 

ョ内務司法相を提訴する」と述べていたが、この発言か

ら約１カ月が経過した２月２４日、Tohá 内務相は CPI

に本件を提訴する意思を正式に表明した。 

 

ただし、Tohá 内務相は 

「現時点で調査は完了していないが、調査が未完了の段

階から CPI に本件の情報共有を行う」 

と説明しており、現時点でカベジョ内務司法相が Ojeda

氏殺害に関与していたとする証拠まではつかめていな

いのかもしれない。 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/7256ce0ec9e37ab7a6813817677d0f99.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/7256ce0ec9e37ab7a6813817677d0f99.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/efbf2f742afae845e298a74853534e25.pdf
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「墨から２４２人のベネズエラ不法移民が送還」         

 

２月２４日 ディオスダード・カベジョ内務司法相は、

「メキシコから２４２人のベネズエラ移民を送還した」

と発表した。 

 

カベジョ内務司法相によると、今回メキシコから送還さ

れたベネズエラ移民は、米国からメキシコに送還された

ベネズエラ不法移民あるいは米国に越境しようとした

が越境できずメキシコに滞留していたベネズエラ移民

だという。 

 

なお、これまで米国から送還された不法移民は全て男性

だったが、今回送還された移民の中には女性・子供が含

まれていたという。 

 

送還された未成年の中には、１８歳の男の子がおり、彼

は外国で生まれたが出生届を出しておらず、身分証明を

一切していなかったという。恐らく両親がベネズエラ不

法移民だったので、一緒にベネズエラへ送還されること

になったと思われる。 

 

経 済                        

「Conindustria ２４年 Q４給料アンケート結果     

  ～一般作業員の平均給料は月額２３０ドル～」               

 

「ベネズエラ工業生産者団体（Conindustria）」は、加盟

企業を対象にした給料アンケートの結果（２０２４年第

４四半期）を公表した。 

 

同調査では「一般作業員」「専門職」「管理職」で給料を

分けている。 

 

同調査によると、「一般作業員」は平均月額２３０ドル。 

「専門職」は同４６０ドル。 

「管理職」は同１０４８ドルだった。 

 

また、給料は企業規模によって異なる。 

 

「大企業」に分類される企業の場合、 

「一般作業員」は月額２９３ドル。 

「専門職」は同５８６ドル。 

「管理職」は同１３１０ドル。 

 

「中堅企業」に分類される企業の場合、 

「一般作業員」は月額２３０ドル。 

「専門職」は同４８８ドル。 

「管理職」は同１２０４ドル。 

 

「小規模企業」に分類される企業の場合、 

「一般作業員」は月額２０９ドル。 

「専門職」は同４１２ドル。 

「管理職」は同９１９ドル。 

 

 

（写真）Conindustria 

 

他、従業員数の増減について「変わっていない」との回

答が最も多く５０％。「人員を削減した」との回答は１

０％だった。 

 

「新たに雇用した」との回答が４０％あったが、その多

くは人員の入れ替えであり、「トータルの人員が増えた」

と回答した企業は７％にとどまったという。 
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「GWM ベネズエラで自動車販売を開始」           

 

現地経済系メディア「Bancaynegocios」は、中国河北省

を拠点とする自動車メーカー「長城汽車（Great Wall 

Motor（GWM））」がベネズエラで自動車販売を開始す

ると報じた。 

 

報道によると GWM は SUV 車（スポーツやレジャーに

適した装備を持った利便性の高い車両）やピックアップ

車、オフロード車の定評が高いという。 

 

ベネズエラで販売されるのは SUV タイプの「Jolion」

「H6」「H6GT」。オフロードタイプの「Tank 300」「Tank 

500」、他ピックアップタイプの「WINGLE5」（下写真）

などが販売される予定だという。 

 

 

（写真）Bancaynegocios 

 

「GOLD RESERVE １１億ドルの未収金回収模索」                  

 

カナダの金開発会社「GOLD RESERVE」は、ポルトガ

ルで故チャベス政権に接収された金鉱区の接収賠償金

１１億ドルの回収を試みている。 

 

２月２４日 ポルトガルのリスボン裁判所は GOLD 

RESERVE が１１億ドルの賠償金回収のために訴訟を

起こすことを許可した。 

 

 

今回の決定を受けて、GOLD RESERVE の株価は１．

５％上昇したという。 

 

ロイター通信によると、GOLD RESERVE の関係者は

「様々な懸念点があり、ポルトガルでの合法的な差し押

さえ手続きはまだ確かではない」「資金回収のためには

今後も複数の司法による判決が必要になる」と説明して

いるという。 

 

「カタール企業 マルガリータで観光投資を検討」                  

 

Leticia Gómez 観光相は、 

「カリブ地域の観光促進のために複数のカタール企業

家がマルガリータ島を訪問した」 

「ヌエバエスパルタ州のマルガリータ島が主要な訪問

先である」「（カタール企業家は）この島の魅力と投資可

能性について感じることができるだろう」 

と発表した。 

 

正確な日程は決まっていないが、２０２５年からベネズ

エラ（カラカス）―カタール（ドーハ）便の運航が開始

される予定となっている。 

 

ベネズエラは観光産業の促進を目指しており、路線開通

を機にカタール人観光客の増加を目指しているようだ。 

 

 

（写真）情報通信省 
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社 会                        

「ベネズエラ人 タンパク質摂取の６５％は鶏」           

 

「ベネズエラ全国養鶏連合会（Fenavi）」の Francisco 

Tagliapietra 代表は、現在はベネズエラの鶏肉・鶏卵は

１００％国産であると説明。 

 

ベネズエラ人の鶏肉摂取量（平均）は年間２２キロで、

タンパク質摂取手段の６５％は鶏肉あるいは鶏卵であ

るとコメントした。 

 

また、２０２４年の鶏肉消費量は６５トンで、前年から

１５％増えたとした。 

 

鶏卵についても生産量は増加している。 

Tagliapietra 代表によると、２０２４年のベネズエラ人

の鶏卵消費量は年間約１６０個。前年から３６％増の１

２５０万の鶏卵セットを生産したという。 

 

２０２５年２月２５日（火曜）              

政 治                       

「PJ 委員会の多数決で選挙不参加が決定       

  ～１２６人中１０８人が選挙不参加を支持～」        

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.1182」で紹介した通り、

主要野党の一角である「第一正義党（PJ）」は５月２５

日に予定されている選挙への参加是非に関して政党内

で衝突している。 

 

本件を受けて、PJ の「全国政治委員会」は委員会メンバ

ーで投票を実施。 

 

その結果、１２６人中１０８人が「民主主義の約束と野

党の団結を肯定し、２０２４年７月２８日の国民の信託

を守る」ことに賛成したという。 

 

つまり、PJ として５月２５日の選挙に参加しないこと

が改めて決定したことになる。 

 

PJ は声明文の中で以下の３点について言及している。 

１． PJ は、７月２８日の大統領選でエドムンド・ゴン

サレス氏が大統領に選ばれた結果を守る政治的ル

ートを改めて肯定する。民意は必ず尊重されなけれ

ばならない。PJ は引き続きこの決定を現実にする

ために戦う。 

２． PJ は、マリア・コリナ・マチャド氏、エルムンド・

ゴンサレス氏、統一プラットフォームが決定した団

結の方針を肯定する。民主的な条件が整っていない

ことを理由に PJ は２０２５年５月２５日のイベン

トに参加しない。 

３． 全ての政治犯の即時解放を要求する。同時に政治犯

の解放を要求するためのあらゆる活動を支持する。

PJ は、政治的な迫害、人権侵害を受けた全ての人々

に連帯の意思を示す。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/062e4715bc38d25f1871c240ae2c67bf.pdf
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「米国 トランプ大統領はマドゥロ政権に反対」           

 

２月２５日 米国ホワイトハウスの Karoline Leavitt 秘

書官は記者会見を実施。 

 

同記者会見にて、記者から Richard Grenell 特使のコメ

ント（トランプ大統領はベネズエラの政権交代を模索し

ていない）について質問を受けると、 

「（トランプ大統領は）ベネズエラについて明確なスタ

ンスを執っている」「彼はマドゥロ政権に反対している」

「マルコ・ルビオ国務長官もこの方針について言及して

いる」と回答した。 

 

２月２２日 Grenell 特使は「The Epoc Times」のイン

タビューで「トランプ大統領は、ベネズエラで政権交代

を引き起こす意思はない」とコメントしていた（「ベネ

ズエラ・トゥデイ No.1182」）。 

 

経 済                       

「Crixto デジタル通貨での決済アプリ運用開始」            

 

ベネズエラは慢性的なインフレ国であり、特にインフレ

が激しかった２０１８年～２１年頃はボリバル通貨が

通貨としてまともに機能しない状況が続いた。 

 

そのような背景もあり、資金をデジタル通貨で保有する

国民が増えたため、ベネズエラ人のデジタル通貨保有率

は他国より高いとされている。 

 

このデジタル通貨をスーパーマーケット、薬局などで決

済手段として使用するためのアプリ「Crixto Pay」とい

うアプリケーションの運用が始まった。 

 

同アプリを開発したのは「Crixto Venezuela, C. A.」と

いう会社。 

 

 

ベネズエラで比較的浸透しているデジタル通貨「USDT」

（価値がドルに連動しているデジタル通貨）により決済

が可能なアプリケーションで、ベネズエラ国内で合法的

に使用することが可能だという。 

 

「ウィークリーレポート No.394」にて、ベネズエラの

ベンチャービジネスの状況について紹介したが、その中

でも最新のテクノロジーを使用した決済関連の支援サ

ービスが伸びていると紹介した。今回の「Crixto Pay」

も同様の趣旨のサービスということになるだろう。 

 

 

（写真）@CrixtoPay 

 

「２０２４年グラフィック産業 前年より好調」         

 

「ベネズエラグラフィック美術連合会（AIAG）」の

Atilio Granone 代表は、ラジオのインタビュー番組に出

演。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/062e4715bc38d25f1871c240ae2c67bf.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/062e4715bc38d25f1871c240ae2c67bf.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/1e668f9c31ba40828c58bf5accc4022c.pdf
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２０２４年のグラフィック産業について、製品パッケー

ジの印刷発注が増加したため前年より好調だったとの

見解を示した。 

 

季節的な要因もあるが、２０２４年第４四半期は特に好

調だったという。また、２５年に入っても好調は続いて

おり、今後にもポジティブな見通しを示している。 

 

ただし、業界の工場稼働率は３０％にとどまっており、

１０年前のような水準には遠く及ばないという。 

 

また、過度な税金と納税手続きに苦慮しており、税制変

更の必要性について訴えた。 

 

「２０２４年 コメ作付面積が３０％増」            

 

「ベネズエラ・コメ生産者連合会（Fevearroz）」の José 

Luis Pérez 代表は、２０２４年のコメの作付面積は１２．

３万ヘクタール（冬季が６．３万ヘクタール、夏季が６

万ヘクタール）で、前年から２９．４７％増えたと述べ

た。 

 

ただし、２０２４年の生産目標だった１６万ヘクタール

を達成することは出来なかったという。 

なお、Pérez 代表によると、作付面積が１６万ヘクター

ルになった場合、理論上ベネズエラのコメの自給率はほ

ぼ１００％になるようだ。 

 

なお、現在の作付面積（１２．３万ヘクタール）だとコ

メの自給率は６８％だという。 

 

「ベネズエラ人 魚の消費量は年間１７キロ」                  

 

Miguel Rodríguez 漁業養殖相は、現在のベネズエラ人の

魚介類の年間消費量について１人当たり１７キロと述

べた。 

 

Rodríguez 漁業養殖相によると、「ベネズエラ人の魚介

類の消費量は他国と比較して少なく、毎日食卓に上る食

材ではない」という。 

 

なお、ベネズエラ人はエビやタコを食べる文化は浸透し

ておらず、経済的な理由もありイワシ、サバを比較的多

く食べるという。 

 

社 会                        

「ローマ法王 ベネズエラ人医師の列聖を承認」           

 

２月２５日 バチカンは、ローマ法王が正式にベネズエ

ラ人医師 José Gregorio Hernández の列聖を承認したと

発表した。 

 

列聖とは、「キリスト教において信仰の模範となるにふ

さわしい信者を聖人の地位にあげること」を指す。 

 

列聖は非常に狭き門で、本当に聖人になるにふさわしい

人物か長い年月をかけて調査・検討が行われる。 

１９４９年にキリスト教は José Gregorio Hernández 氏

の列聖について検討を開始し、７６年の期間をかけて承

認されたことになる。 

なお、ベネズエラ人で列聖するのは José Gregorio 

Hernández が初めてだという。 

 

José Gregorio Hernández は、１９世紀後半に活躍した

ベネズエラ人医師。難病患者の治療に尽力したベネズエ

ラ人医師であり、ベネズエラでは実質的に神聖化されて

いる人物である。 

 

マドゥロ大統領は「歴史的な偉業」とコメント。José 

Gregorio Hernández 氏の列聖を承認し、ベネズエラ人

の倫理観を肯定したローマ法王に感謝の意を表した。 

 

以上 


